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（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

改   正   後 改   正   前 

別表 

地域相談支援給付費単位数表 

別表 

地域相談支援給付費単位数表 

第１ 地域移行支援 第１ 地域移行支援 

１ 地域移行支援サービス費 

イ～ハ （略） 

注１ イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める基準

に適合するものとして都道府県知事（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以下

「指定都市」という。）又は同法第252条の22第１項の

中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定都

市又は中核市の市長。以下同じ。）に届け出た指定地域

移行支援事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令

第27号。以下「指定基準」という。）第２条第３項に規

定する指定地域移行支援事業者をいう。以下同じ。）が

、地域相談支援給付決定障害者（法第５条第24項に規定

する地域相談支援給付決定障害者をいう。以下同じ。）

に対して指定地域移行支援（指定基準第１条第11号に規

定する指定地域移行支援をいう。以下同じ。）を行った

場合に、１月につき所定単位数を算定する。ただし、イ

を算定している場合にあっては、ロは算定しない。 

１の２・２ （略） 

３ 別に厚生労働大臣が定める地域の精神科病院（法第５

条第21項に規定する精神科病院をいう。以下同じ。）、

障害者支援施設等（指定基準第１条第２号に規定する障

害者支援施設等をいう。以下同じ。）、救護施設等（同

条第３号に規定する救護施設等をいう。以下同じ。）又

１ 地域移行支援サービス費 

イ～ハ （略） 

注１ イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める基準

に適合するものとして都道府県知事（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以下

「指定都市」という。）又は同法第252条の22第１項の

中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定都

市又は中核市の市長。以下同じ。）に届け出た指定地域

移行支援事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令

第27号。以下「指定基準」という。）第２条第３項に規

定する指定地域移行支援事業者をいう。以下同じ。）が

、地域相談支援給付決定障害者（法第５条第23項に規定

する地域相談支援給付決定障害者をいう。以下同じ。）

に対して指定地域移行支援（指定基準第１条第11号に規

定する指定地域移行支援をいう。以下同じ。）を行った

場合に、１月につき所定単位数を算定する。ただし、イ

を算定している場合にあっては、ロは算定しない。 

１の２・２ （略） 

３ 別に厚生労働大臣が定める地域の精神科病院（法第５

条第20項に規定する精神科病院をいう。以下同じ。）、

障害者支援施設等（指定基準第１条第２号に規定する障

害者支援施設等をいう。以下同じ。）、救護施設等（同

条第３号に規定する救護施設等をいう。以下同じ。）又



 

は刑事施設等（同条第４号に規定する刑事施設等をいう

。以下同じ。）に入院、入所等をしている地域相談支援

給付決定障害者に対して、指定地域移行支援を行った場

合（注２に定める場合を除く。）に、特別地域加算とし

て、１回につき所定単位数の100分の15に相当する単位

数を所定単位数に加算する。 

４～７ （略） 

は刑事施設等（同条第４号に規定する刑事施設等をいう

。以下同じ。）に入院、入所等をしている地域相談支援

給付決定障害者に対して、指定地域移行支援を行った場

合（注２に定める場合を除く。）に、特別地域加算とし

て、１回につき所定単位数の100分の15に相当する単位

数を所定単位数に加算する。 

４～７ （略） 

１の２～７ （略） １の２～７ （略） 

第２ （略） 第２ （略） 


